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高度経済成長期の奈良盆地における
土地 利用 の変化(そ の1)
一非農業 的土地利用 の空間的拡大を中心に
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1.は じ め に
昭利30年代中期か ら,同40年代にかけてのわが国における経済成長はめざましく,この
時期は高度経済成長期と称 された.と くに,工 業部門における技術革新とそれにともな う
工場の大規模化がわが国経済の索引力にな り,これ らの工業の立地動向がその後における
わが国の経済的な地域構成の枠組みを決定した.す なわち,そ のような大型化した工業へ
の莫大な投資は多 くの労働力を必要 とし,工1問 の所得格差を拡大するとともに,工 業労
働力を農業部門から吸収 し,その結果高度経済成長期の中期にあたる昭和40年代の前半に
は,は げしい人口移動が国内全域に展開す ることになった.そ の移動方向はもっぱら農業
の卓越する地域から,工業投資の累積がすすむ地域への移動であ り,その結果,労 働力供
給地域を構成する農111村では出稼兼業農家が0気 に増大 し,西南日本を中心に挙家離村現
象が頻発するとともに,いわゆる過疎化現象のみられる地域が拡大 した.ま た労働力の需
要地域では人 口集中による都市の膨脹が激 しく,社会投資の遅れにともなう交通マヒ,住
宅不足,社 会教育施設の不足あるいはさまざまな形であらわれた公害問題などいわゆる過
密現象も指摘されるようになった.
このような中で,わが国の地理学の研究は,昭和30年代のいわぽバラ色の地域開発論が
先行する中で経済原理にもとついた立地論が見直 され,地 域経済学的なアプローチからの
刺激 も受けた.それ らは所得増大のための方法論 として利用され,工業を中心 とした地域
開発論が中心 となった.し たがって,全国的な労働力移動 も所得の地域格差 としての不均
衡が是正されるためのプロセスとしてみなされ,量 としての属性のみが重視された.それ
は労働力需要地域における都市圏の拡大あるいは内部構成の変化 として把握され,そ の延
長上に中心地論的研究が数量的側面か ら展開され,し かも周辺科学か ら導入された計量的
手法が昭和40年代後半になって急速に発展 した.もちろん,多 くの地理学研究は諸現象の
変化の地域的な投影を忠実に追 う記述的方法によるものが多 く,それゆえ,前述の諸研究
はそれに対するアンチテーゼとしての意義も有 し,また同時に動きのはげ しい地域変化を
シャープに把握 しょうとす る華やかな試みであったともいえる.
今 日,世界経済の趨勢の中において,わ が国のみの高度経済成長は許されなくなり,ま
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たその再現も困難とされる.そ れはまた高度経済成長のもたらした生活環境をめぐる質的
停滞が,生 産 レベルの段階にまでマイナスの経済的影響をケえ始めたことの結果でもあっ
た.このような中で,liしくも地理学はまたそれまでの方法の展開方向において戸惑いを見
せは じめつつある.短期間に崩れつつある生態系が注 日され,生態学の興隆がみられる中
で,地 理学ではかつて何のためらいもな く無批判に捨てられた環境論的視点が,若 干の装
いも新たに復活 しつつあるようにみえる.かつての地域開発論がその結果を問われぬまま,
再び新 しい華やかな分析が開始されるようにもみえる.そ こでは,従 来もそ うであったよ
うに,分析方法をめ ぐるさまざまな尺度の検討が地理学的立場か ら独r{に試み られる気配
はない.
短期間に国上び)いち じるしい変化をみたわが国において,そ の変化のいち じるしさの余
り,地理学はそれ らの変化自体を確実に把握 し,分析するよりは,変 化を追いかけるため
の分析方法の導入のみに性急であり,分析結果の評価を厳密に行な う余裕さえな く,結果
的にさまざまな方法が各々の方法問において無関係に派生 し,試行されてきた感が強い・
次hに採川された諸方法の問の断絶は,周 辺諸科学の展開の早さの影響にもよるが,地 域
変化の実態をIE確にかつていねいに追わなかった地理学研究の結果であったようにも思わ
れる.た しかに変動の激 しい時期には,さ まざまな分析方法の採用によっていわぽ社会科
学的実験の試みがu]能である.しか し,それは変化する対象を正確に把握することをその
前提として必要 とする.変化の激 しい時期こそ対象の有する本質的側lf{1がその姿をのぞか
せるのであ り,それは各々異った尺度のしかも相互において断絶 した形の分析方法によっ
てでは十分に把握 しえない.計量的手法に 多くみ られる演縄的手法も社会科学にあっては,
分析対象自体の十分な観察 と認識によって始めて可能になるはずである・
高度経済成長期が0段 落 したとされる今日,同時期における地域現象の変化の正確な把
握はまず第0番 目になされるべきことであると考える・
そこで以下,奈 良盆地を例にとり,高度経済成長期において ヒ地不1」川がいかなる変化を
示したかについての実態を把握する.そ の変化の過程に奈良盆地の有する特性が示される
はずであ り,地域の特殊性を…般性の中において把握することも"f能であると考える.
奈良盆地の{地 利川は,昭和30年代の後半以降において急激な変化を示 している.それ
はこの時期に奈良盆地が大阪の大都市圏に包含され,非 農業的土地利川面積がいちじるし
い拡大をみたことによる.そ れは同時に農家の兼業化が進展 し,そのような動 きに対応 し
たことにもよった.し かし,農業的 ヒ地利川においても,既往の田畑輪換方式のLに 展開
した商業的農業がさらに発展する方向もみられた.い ちご栽培における電燈あるいは冷凍
による促成栽培の普及や花卉栽培の定着 と普及などはその代表的なものである.ま た昭和
31年以来一部地域で通水をみたll浬f川分水は,昭和49年に盆地の多 くを潤す ことにな り,
それは農業生産基盤に対する莫大な投資を意味 した.
このように,奈 良盆地はその趾かれた位畳の偶然性から,大阪大都市圏への包含による
都市化の影響,つ まり地域外か らのインパク トと,それに対応す る既存の盆地内で累積さ
れてきた諸特性と関連的に表現 されるさまざまな方向の均衡のfに,高 度経済成長期の1
地利用変化を性格づけてきたといえる.しかし,狭い盆地ではあるが,1地 利川変化が盆
地内で一一律的に展開 したわけではな く,若干の地域的差異を認めることもできる・それが
何に依拠 しているかについても検討される必要がある.
そこで以下,以1_;の諸点を考慮 しつつ高度経済成長期における奈良盆地の土地利州変化
の実態を把握 し,その背量とメカニズムを明 らかにしたい,今 回はその うち全体的な土地
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利用変化の動向の部分のみを明 らかに し,次回において農家および農村の対応の分析を中
心に毛地利用の変化を支えているメカニズムについて考察を加えることにしたい.
2.奈 良盆地の範囲とその概況
奈良盆地は,ふ つ うその東側を南北に延びる大和高原(笠置山系)に よって,そ の南は
東西に延びる竜門山系によって,そ の西側は南北に延びる生駒および金剛 ・葛城山系によ
って,そ の北側は東西に延びる奈良丘陵によって境され,囲 まれた範囲とされている.そ
の うち,標 高100m付近に地形の勾配の変換点が連続 してみ られ,標 高100mの等高線を描
くと奈良盆地の平坦部の大 きさがほぼ決ま り,この中に都市はもちろん,比較的等間隔で分
布する集村形態の卓越する農村集落のほんんどが含まれる(第1図).た だし,金剛 ・葛
城山系の山麓には,標高100m以上の扇状地性の緩斜面上に若干の集落が分布 している.
本論では,以上から標高100m以下の部分を奈良盆地の範囲として扱 う.
奈良盆地は,東西の距離が約16km,南北の距離が約25～30㎞で,面積は約300km2の小さ
な範囲で,奈 良県全面積の8%を 占めるにすぎない.しか し,その歴史的な基盤の古さは
あらためていうまでもなく,古 くか ら開発が進み,現 在その平坦部は隅hま で利用され,
約2万hαの農耕地が分布する.昭和45年の国勢調査iによれば,盆 地内の7市4郡 の市町村
人口は74.2万人を数え,奈 良県総人 口の79.8%を占め,ま た人 口密度 も約2,500人に達 し,
わが国でも人口密度の高い地域に位置づけ られる.
このような人口密度の高さは,従 来か ら盆地内のL,地利用度を高めてきた.近 世以降,
牛馬耕の普及を背景に,畿 内の市場を控えて,水 田裏作に菜種,綿,野 菜,た ぽこ,監な
どの商品作物の栽培がなされ,近 世畿 内 型農業が展開 した.そ れ らは盆地内で用水不足
に対処する田畑輪換方式による集約的な土地利用によっても支え られてきたものである.
また水田においても,金肥の普及と多 くの労働力の投入により圭地生産力は高 く,明治中
期には反収1.8石で大阪,滋 賀に次 ぐ高さを示 し,明治末期から大正初期には,反収2.4石
に達 して全国0の高 さを実現 し,奈良段階 と称 されるほどであった.
このような集約的土地利用は,全 国平均をはるかに下回わる農家1戸 当 りの経営耕地面
積1)からいかに多 くの収穫を実現するかとい う工夫の結果でもあ り,今日なおその面影が
み られる.すなわち,戦 前のスイカ栽培のあとを受け,戦 後もマクワ,トマ ト,キュウリ,
カボチャなどの果菜の生産が晩植水稲の方法 と対応 して栽培され,昭和30年代後半からは
イチゴ栽培が,高 度な栽培技術の開発によって普及し,現 在栃木,埼 王に次いで1,300hα
の栽培面積に達 している.一方,盆 地南部や平群の谷では花卉栽培 も普及 し,全体 として
施設園芸への方向が強められてきた.
しかし,昭和30年代後半か ら,このように農業的土地利川度の高かった奈良盆地 も,全
国的な産業構造の変化と,隣接する大阪の都市化の影響を受けるようにな り,昭和40年代
になると大阪からの盗流人 口も増加 し,土地利用の上でも変化が余儀な くされた.と くに
Ti='用地や工場川地などの非農業的{_地利用面積の増加がみられるようになるとともに,
農家自身も兼業化がすすみ2),とくに水田経営は技術改良もあって粗放化傾向がみ られる
ようになった.ま た昭和46年か ら3年間実施された休耕政策は,奈 良県全体でも1,035hα
の休耕田を生んだが,大 阪大都市圏に位置する奈良盆地においては,地価の高騰の中でそ
れは農業的土地利川よ りも宅地化のための土地需要への対応条件が作 り出されることにな
り,全体 として居住空間としての性格が土地利用の上からも強ま りつつあるようにみえる.
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第1図 奈良盆地の大きさと集落の分布(昭 和44年について作成)
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3.時 期別土地利用変化の動向
(1)耕 地面積の変化
奈良盆地における土地地利用変化の時期区分を行なうために,昭和33年以降における耕
地面積の変化をみてみよう.第1表 はそれを示 したものである.ただ し,この表は奈良県
第1表 奈良県における耕地面積の変化
1年 次 耕 地 　4積
1昭 和33を100とした指 数
日召 不033ゴト
34
35
36
37
38
39
40
41
`)
Lu
43
44
45
46
47
42,050.611a
42,148.9
41,950.4
X1,672.3
41,553.1
41,175.9
XO,600.0
40,100.0
39,500.0
39,000.0
38,600.0
37,800.0
36,600.0
35,500.0
34,600.0 ?
ユ00.0
100.2
99.8
99.1
98.8
97.9
96.6
95.4
93.9
92.7
91.8
89.9
87.0
84.4
82.3
(奈良県統計書より作成)
全体の動向を示 したものであ り,奈良盆地だけの動向を示 したものではない.しか し耕地
面積のほとんどは奈良盆地に分布 してお り,奈良県全体の動向を奈良盆地の動向とみなし
ても差支えないように思われる.それによると,昭和30年代は後半にやや漸減傾向がみ ら
れるものの,全 体としてはほぼ停滞傾向が示される.しか し,昭和40年代に入ると急激に
耕地面積の減少がみ られ,同30年代の動向とはかな り相違がみ られる.
昭和40年代にみ られる耕地面積の減少傾向は,、裡f山地における人 口流出にともなう耕
地の放棄もみ られるが,多 くは奈良盆地内における農地の転用によるものであった.
それを奈良盆地内の市町村別に示 したのが第2図 である.それは昭和40年代直前の昭和
38年を基点に最も変化のみ られた昭和40年代を通 して昭和48年における農耕地面積の残存
率を示 したものである.それ らによると全市町村において耕地の減少傾向がみられるが,
とくに橿原市や王寺町では水田は70%台にまで減少 し,畑地においても大和高田市や香芝
町において70%台までの減少がみ られるなど若干の地域差が示される.な お,奈良市,桜
井市,天 理市などは市域に広大な山間耕地を含むため,盆地部分の減少率がやや低 く示さ
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東京や大阪の近傍では,衛星都市群形成の一ii-)Jl1芽がみられ,通 勤圏の拡大が開始 されたが,
住宅地の拡大はまだ顕著でなかった.大阪に隣接する奈良盆地においても大阪への通勤看
は近鉄大阪線沿線 と関西線沿線の王寺など盆地西南部に限 られていた.大阪の郊外化によ
る都市的土地利川はほ とんどみ られず近鉄奈良線の学園前付近の丘陵地で住宅公団の集合
住宅建設が開始されたのが 日立つ程度であった.
農耕地における水田率は90%に近 く,水稲と麦の作付率はいずれも80%を上回っていた.
水田面積の%は 二毛作田であ り,中には三毛作さえみ られるほど耕地の利用度は高 く,耕
地利川率は170%に近かった.こ のように ヒ地利川度の高いことは,1農 家当りの耕地面
積が50aに満たない経営耕地規模の零細性ゆえの農業収入増大への方向を示すものであ り,
それが大阪市場への近接位置によって果菜や洋菜を取 り入れることにな り,商品作物を導
入する上で田畑輪換方式がそれを支えたものであった.そ れらはいずれも近 世後期以降の
綿作,菜種作以来の伝統に裏打ちされてきたものである.
この時期,大 阪,京 都などの大都市が復興 し,次第に人口増加の傾向を示し,それに対
応 して果菜や洋菜の栽培が急激に伸びるようになった.と くに磯城郡はその中心で,ス イ
カはその代表的な商品作物であ り,最盛期の戦前から継承されたものであったが,そ の後
次第に他県産のスイカに押されつつあった.
この当時の農業生産を地域的にみると,水稲は磯城郡と北葛城郡に多くの生産がみ られ,
麦類では磯城郡は小麦,南 北葛城郡は裸麦が卓越 していた.ま た疏菜類ではスイカと大根
が磯城郡,ナ スは奈良市,こ の頃より増加 しだf,:ネギは北葛城郡,ト マ トは大和郡山市,
ニンジンは天理市と,比較的小規模な地域を単位とする特化傾向がみ られる点で特徴的で
あった.これは,都 市近郊における近郊農業の性格によるものでもあるが,奈 良盆地の農
村に特有な歴史的につちかわれてきた集落単位の独立性の強いことによるところも大きい.
その他の疏菜類としてマクワ,ゴボウ,サ トイモ,ネ ギ,ホ ウレンソウ,ハ クサイ,キ ャ
ベツ,カ ブラ,キ ュウリ,イチゴなど多様な種類の栽培がみられた.3)
このように当時の農業的1地 利用は米麦と疏菜類の結合による集約的な農業経営によっ
て支えられ,ま だ圧例的に多かった専業農家や第一種兼業農家経営されていた.こ れらの
農家はいずれも農業収入を極大化するための工夫をすることによって農業への指向性が高
く,近郊農業的な性格が強 く示 された.榑 松静江はこの時期における奈良盆地の農村社会
の変質過程を大阪都市圏への対応の中です ぐれて実証的に把握 し,法則樹立を目ざしたが,
農業 レベルからいえば,以 上のようにもっぱ ら集約度を高めつつ,収 入の極大をめざす農
家内部での近郊農業経営への指向性の強ま りが基本的にみられた点に特徴がある.大阪の
都市化の影響は,非農業的_1二地利用の増大 という形では奈良盆地にまだあらわれなかった
といえる.
② 昭和30年代後半期の場合
昭和30年代後'i査は,経 済の高度成長の諸影arr.Yが全国に波及するようになる時期である.
とくに工業の技術嬉新と大規模化は既存の工業地帯 とその周辺および臨海部の埋立による
新たな地域での工業集積をもた らし,その集積速度が急速であったため,農業卓越地域 と
の間に所得格差,つ まりそれは同時に地域格差をもたらし,農業卓越地域から多くの労働
力を都市へ集中させることになった.し か し,まだ工業投資の先行する時期であ り,各地
方自治体は企業誘致を条例設定によって積極的に行った.
奈良nt地もそのような動向か ら免がれず,大 規模な農地転用による工場誘致がなされ,
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また宅地造成もすすむようにな り,農地転川などによる農地の潰廃面積は次第に増加する
に至った(第2表).
第2表 農地潰廃面積の変化
年 次
口召不lI35イト
36
37
38
J:」
.10
41
42
　
水 川1畑
43
44
45
46
47
624ha
188
268
336
580
142
529
409
363
447
979
830
997
22811a
53
so
87
110
214
107
214
]25
1/4
308
361
292
(奈良県統計書により作成)
奈良県は昭和38年に奈良県開発公社を設立 し,
工場誘致のための工場川地確保をめざし,と く
に名阪国道の開道する条件を生かすべ く,その
沿線に当る大和郡山市南部にまず昭和工業団地
を造成 した.それ以前に奈良市南部および昭和
1二業団地の隣接地に弱電■二場の新規立地をみて
いたが,昭 利i二業団地の117ノLmは,奈良県で
最初のかつ最大の工業1・月地造成であった.
このような大規模な工業団地の建設は,奈良
盆地における新 しい⊥地利川の変化を促す先駆
的な役割を果たした.と くに昭和工業団地は盆
地中火部の水田を埋めたてて造成された大規模
な農地転川によるものであ り,1白:接的に盆地内
に多くの通勤兼業農家を生むことにもなった.
それは,奈 良盆地が大阪大都市圏における一L地
利川上の都市的一ヒ地利川をもたらすに足る圏域
に包含され始めたことを示 し,次期以降の急激
な変化の先がけとなった.
なお,盆地に外接する近鉄奈良線沿線でも学
園前駅0帯 で集合住宅の建設が続け られたが,工 場団地や集合住宅にみ られる集団的な{_:
地利川の転川形態は,既 存の投資の少い奈r_・E地における宅地や工業川地確保のための取
得ノ∫式であ り,…般的には,大 都市周辺への拡 大する非農業的f地 利川のフロンティアー
ゾーンにおいて共通的にみられる特徴である.奈良盆地ではそのような本格的変化が昭和
38年ごろか ら顕在化 したといえる.
一方,農業的 ヒ地利川においては,ス イカ栽培が他県産地の進出によって激減 し,露地
で栽培されていたイチゴが三郷町で試行されたハウス栽培に端を発 して盆地北部で急速に
汚及し,収益を高めつつあった.ま た産業間の所得格差が拡大する中で,農 業所得増加の
ために活路を開 くべ く努力 し試行する農家も多かった.第2種 兼業農家率も王寺,三郷,
河合,上牧,川 西などの関西線沿線で大阪に隣接する町村において60%を越え,次 第に農
家の兼業化もすすみつつあったが,全 体としてはまだ50%未満の町村が多かった.
(3)昭 和40年代における土地利用の変化
㊤ 全体的動向
昭和40年代における ヒ地利用変化は,昭 和30年代後'hこみ られるようになった大観模な
農地転川の…層の増加と,それ らの転川地の空間的間隙を埋める小規尻模な農地転用の増
加によって特徴づけ られる.この時期に奈良盆地が大阪大鄙市圏に包含され,農 家の通勤
兼業化が急速にすすむようにな り,急増する宅地造成は大阪のベッドタウンを多数 く出現
させることになった.そ れ らによって,大 阪への通勤 の便のよい近鉄沿線や関西線沿線の
市町村はいずれも人口の増加がめざましく,たとえば,市 域の西部にある丘陵地において
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集合住宅を中心とする宅地造成のめざましい奈良市の場合,昭和50年の初めに人 口25万人
を越え,5年 間に20%余りの増加率を示 した.ま た盆地南部の橿原市 も大阪への通勤条件
が良 く,人口10万人に近ずきつつある.…一ノ!,_i_tr野山地における人n流 出はめざましく,
いわゆる過疎化現象の進展もみ られたが,そ れ らの多 くは橿原市や五条市など奈良盆地の
南部地域に定住する場合が多 く,それ らの移動人口も奈良盆地の人口を増加せ しめること
になった.元 来高度経済成長期初期まで総人[が100万人に満たぬ人口規模にあった奈良
県は,こ の時期の大阪都市圏からの流入人口によって,昭 和40年代の後半期に至 り,全国
的にも有数の人 口増加率をみるに至った.
このような急速な変化の中で,昭和45年にまとめ られた市街化区域,市 街化調整区域の
設定によるf_地利川の規制は,L地 利川の うち,農 耕地の非農耕地への転川の不規則さ,
つま り非農業的 ヒ地利用のスプロール化に対する歯ILめの役割が「1論まれたが,そ れまで
のスプロール化を既成 事実 として認めた1__で策定 されたものであった し(第3図),ま た,
昭和46年間か ら3年間にわたって実施された政府の休耕政策は,兼業化への指向性を強め
ていた農家の農業経営意欲を低 ドさせて休耕
地を増加させ るとともに,農地転川を一層促
ズ'㌔!7
11す ことに もな った.と くに盆地 中央 部の水田
し ユ
fノ'7、 卓越地域 における多 くの不 動産業 者に よる相
禽 次蝶 離 宅喫 設の増撚 そのよう聯 響
憲 f1 . によるものであった とみる ことが で きる.
!r一至「-
1働 β、
/
一
第3図 奈良盆地におけるlfJ街化区域の:JLtip
定範囲(斜線部分)
(注)白地の部分はほとんど市街化調整区域
になっている.
以上のように,昭和40年代における⊥地利
川の変化は急激であっ り,複雑であったが,
それが空間的にどのように現われたかについ
ても以 ド概観 してお く.
第4図 は,昭和49年現在における集合住宅,
工場,宅 地造成地の分布を示 したものである.
それによると,集合住宅は盆地北西部の丘陵
地に集中 し,しかも一団地の親模が大きい.
その中心は近鉄奈良線沿線に分布し,昭和40
年代に主に東西の不動産ディベ ロッパーによ
って開発された.次 いで矢田丘陵とその周辺
の盆地西部,次いで馬見丘陵一帯で,ここでは
日本住宅公団による宅地造成が集行中である.
それに対して盆地平坦部では造成規模が小規
模で北部,南 部,西 部にかな り分散的に分布
する.盆地平坦部における宅地開発は,いず
れも農地転川によるものであ り,農家の農業
経営に対する意向とからみ,し かも地価の高
さか ら大きな団地造成が困難なためである.
同図では昭和42年現在における集合住宅の
分布も示 してある.全体 としては少ないが,
東北部の丘陵地以外には盆地南部の橿原市を
中心に近鉄大阪線,同 南大阪線沿線に小規模
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第4図 奈良盆地における集合住宅地,工場用地の分布(昭和49年現在,各 種資料より作成)
(注),実線は標高100mの等高線を示す。
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な宅地開発のなされた状況が示される.
また同図には,昭和49年現在における集合住宅の造成地も示 してある.それによれば馬
見丘陵をはじめ既存の建設地の外縁部にそれが拡散する傾1句を見出すことがでぎる.
工場川地の場合,盆地中央部に昭和工業団地の他,い くつかの工業団地が分布 し,桜井
市,天 理市には桜井木材協同組合による製材工業団地が分布する他は,繊維,染 色,弱 電
など比較的小規模な工場が点在 し,対照的な分布を示 している.
このような ト地利川の大幅な変化は,道路などの社会施設の建設まで含むと奈良盆地全
域に及んでいる.第3表 は,昭 和35年以降の10年間に集団的農地転川のあった農業集落数
と集落比率を示 したものである.これによっても若干の町村を除けば,各 市町村の うち50
%以 上の農業集落において集団的な農地転用があ り,とくに住宅地への農地転川がめだっ
ている.こ のことは,奈 良盆地の農業集落,さ らに個hの農家の多くが,農地の売却によ
って,農業利用のための農地地代よりは宅地としての[__地地代の確保へ農家経済単位で指
向したことを示 している.そのことは農地を単に売却する(法第5条 の農地転用)段 階か
第3表 奈良盆地の市町村における昭和35年以i5条昭和45年までにf一地
の集団的農地転用のあった農業集落数
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(34.3%)
961310
(19.2%)(62.2%)1/一
(1970年農業集落調査資料により作成)
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ら,自 らの資金でアパ ー トや借家を建 設 し,自 ら一ヒ地経 営を行な う(法第4条 の農地転川)
段階の 事例が増加 しつつあ ることか らも裏付け され る.さ らに法第3条 に よる所有権移転
も,農 地売却農家層に もみ られ,将 来のL地 地代獲保への 予備的投資がすすみつつ あるよ
うにみ える(第4表).こ の よ うな方 向の典型的 な例には三郷町立野地区で建 設 されつ つ
あ る農村 住宅 団地 の構想が ある.そ こには ノく都市 に隣接 した農村が,自 ら住宅経営 に『セ体
と して集団で乗 りだす方 向がみ られ,農 村 内部におけ る兼業 化 と脱農 化の方向が この よう
な形に よって 自らの利益を極大 に しようとす る対応が み られ る.か つて イチ ゴ栽培の先駆
的な展開をみた同地区が,一一部の施設園芸農家 を除 いて農 業地 代に見 切 りをつけ,住 宅地
地代 としてのL地 地 代へ指 向 したのは,奈 良盆地 の農村 の変化 方向をかな り象徴的に示 し
て いるよ うに思われ る.
第4表 奈良盆地の市町村における法第3条,同4条,同5条 による
農地転用面積(昭和47年)
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0.0%で,2メ ッシュを数 え,10%未 満を示す メ ッシュ数は52を数 え,全 メ ッシュ数の半
分近 くを 占めてお り,農 業的 ヒ地 利川が きわめて卓越 していた状況が知 られ る.
この よ うに,昭 和42年の時Iiiでは,昭 和38年以降大幅 な{地 利川変化が生 じつつ あった
とはいえ,そ れ らは計画的 に局地的 に立地 配概 された工場団地や集合住宅が主であ り,そ
れ以外 は,既 存の都市の周辺部 に微弱 な変化 がみ られたにす ぎなか った.
それ に対 して,昭 和49年のそれはいち じる しい ト地 利用変化の結果を示 して いる.第6
図はそれを示 した ものであ る.全 メッシュの非農業的{地 利用面積率の平均値は15.2%と
な り,昭 和42年の水準 か ら
ユ23456789
38%の増加率示 している.
つま り,わずか8年 間にお
いて,それまで奈良盆地に
集積されていた非農業的土
地利用面積の27.6%が増加
したことを示 し,昭和40年
代における大幅な圭地利用
例
の変化が知 られる.
409,ノエヌ ト
40%以上の非農業的土地
30%1ソ.ヒ
利用面積率を示すメッシュ
20タ調 ヒ 数は5つ を数え
,昭和42年
10°,;/;(の2.5倍に達 している.そ
1006構れ らは既存の都市である奈
良市,大 和高田市,天 理市,
それに奈良市西部において
住宅地がかな り増加 し,既
存の市街地が拡大 したこと
を示している.30%台を示
すメッシュ数は4つ で,や
は り既存の都市である桜井
市,橿 原市(八木地区),
王寺町を中心にして分布 し,
第6図 メッシュ毎の非農業的土地利用面積率(昭和49年,1974)桜井市における都市計画の
(注)メッシュの大きさは4k㎡ 施行による都市的土地利用
面積の増加,そ れ らの都市近傍での住宅地の増加,大 和郡山市筒井地区における昭和工業
団地の周辺への諸施設の新規立地に伴な うものなどによる.また20%台のメッシュ数は13
を数え,昭和42年の6.5倍と大幅な増加がみ られる.そ のほ とんどは既存の都市の周辺部
に分布 し,しかもその多 くは盆地北西部の関西線の沿線や近鉄奈良線の沿線に集中 してお
り,大阪への通勤に好便な場所 として既存の都市の周辺部が住宅地化されていることが示
される.同様なことは盆地南部についても示され,近 鉄南大阪線沿線,お よび県営集合住
宅建設の拠点になった橿原神宮周辺,お よび御所市湖辺に分布の集中がみ られる.この20
%台のメッシュ数の増加こそが盆地全体における非農業的一L地利用を最 も進展せ しめた中
心であり,その分布の特性,つ まり,既存の都市嗣辺部における住宅地の増加 こそが土地
利用変化のメカニズムを示唆す るものであったとはいえ,既 存の農地をめぐる農業経営と
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② メッシュマ ップによる土地利用変化の把握
以上のような上地利川の変化を定量的に把握するために,奈良盆地にメッシュ(グ リッ
ド)を設定 した.もちろん,市 町村の行政境界をベースにして,市町村単位の各種統計を
用いることによっても定量的な把握は可能である.しか し,各市町村の面積はかな りのバ
ラツキがあ り,それに地形的にも水田や宅地の卓越する平坦地 と林野の卓越する山地の両
方が各市町村の境界内に含まれてお り,相互の比較は容易でない.そ こで同一面積のメッ
シュを盆地の平坦部分について設定することにより,各メッシュ問の比較が可能になると
ともに各メッシュの有する位置の特性をそれぞれのf一地利用の変化の内容か ら把握するこ
とが可能になる.
メッシュの設定範囲は標高100m以ドの盆地平坦部 とし,各メッシュの大 きさは一辺の
長さが2㎞ の正方形とした.全 体で107個のメッシュ数となる.2㎞ の長さは,各 メッシ
ュに農業集落がほぼ含まれるように,ま た,個hの 土地利用変化のまとま りの大 きさが,
あま り分断 されて示されないように設定 したものである.そ して各メッシュについて昭和
42年と同49年について非農業的f地 利用(但 し対象 としたのは市街地,宅 地,農 業集落,
工場用地,建 物施設とし,道路,公 園は省いた)の面積を点格 」板によって計測 し,各 メ
ッシュにおけるその比率を求め,昭 和40年代における土地利用の変化の把握を試みた.
まず,第5図 は昭和42年における各メッシュ単位の非農業的 上地利用面積率を示したも
のである.同年における非
123456789
農業的土地利用 の平均値は
1
面積11.0%である.そ の う
2ち 最高値は奈良市街 を含む
3〔8,2〕 メ ッシュで45.5
%を 示 し,高 田市街を含む
4
〔4,11〕 メ ッ シ ュ が41.7
5%で そ れ に 次 ぐ.30%台 で
　
… は奈良市街地,天 理市街地,
1〔}%以k
橿 原 市 街 地 を 含 む3メ ッ シ
73U°x,1'!,1 ユ で,ま た20%代 を 示 す メ
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第5図 メッシュ毎の非農業的土地利用面積率(昭和42年,1967)
(注)1メ ッシュの大きさは4km2
ッシュは桜井市街地を含む
2メッシュにすぎない.つ
ま り昭和40年代の前半にお
いては,1メ ッシュ全域,
つま り4k㎡全域をまとまっ
てカバーする非農業的土地
利用はほ とんどみ られず,
20%以上の非農業的土地利
川面積率を示すメッシュ数
も少なく,しかも既存の都
市部分を中心に分散的に分
布 していたことが示される.
それに対 して,最 低比率は
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の競合の結果を示 している.この点の分析は次号でふれることにする.な お10%台のメッ
シュ数は50個で,昭和42年の48個と変わ らないが,10%未満台のメッシュ数が昭和42年の
52個から34丁固へと減少 したことを考慮すれぽ,昭 和42年における10%未満の各メッシュの
うちのかな りの部分が10%台へ上昇 したことが示されている.これ らの多 くは近鉄橿原線,
同大阪線,関 西線の沿線に分布 し,と くに盆地中央部に多 くみ られるようになった.つ ま
り,これによって盆地全体がi地 利用変化のポテンシャルを具体化する状況にあることが
わかる.これ らの上昇は,東 西資本のディベロッパーが既存の農業集落から離れた位概に
孤 、Zした島の如 く集合住宅を建設 した結果によるものである.最後に10%未満台のメッシ
ュ数は昭和42年に比べて34%も減少 したとはいえ,な お34個の分布がみられる.そ こでは
依然 として農業的1地 利用が優位であ り,農業への指向性が全体 として強 くみられるもの
と理解される.それは農家の外か らのインパク トに対する抵抗の強いことを示 してもいた
が,そ れ らのメッシュの位置がそのような抵抗力を備えさせた面もある.す なわち,10%
未満台のメッシュは盆地周辺の標高100mに近い部分に多 く分布 し,丘陵や山の斜面であ
るがゆえに非農業的f一地利用が拡大 しなかった側面が強い.た だし,盆地内にあっても若
rの分布がみられる.それは盆地東南部における桜井市域の北西部から天理市域西南部に
かけての初瀬川流域である.それは従来,奈 良盆地における農業の中核を占めていた旧磯
城郡の一一帯 と一致する.そ のうち,天 理市長柄地区のように,戦時中飛行場により,戦後
開拓された農地が,近 年,桜 井木材協同組合の手によって製材工場団地の建設がすすみ,
その周囲の一部も運動場 として整備がすすみ再び非農業立土地利用へ転化している例もあ
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
ュ
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
40
30
20
10
/
》
?
?
?
10 20
?
/◇
2/
/
30 40°o'
昭和42年における各メッシュの非農業的土ナ也利用面積_%
第7図 各 メ ッシ ュに お け る非 農業 的 土 地 利 用 面積 率 の昭 和42年か ら昭
和49年へ の 変 化
るが,全体 としては盆
地内での有数な農業卓
越地域 として残存して
いるといえる.
以上のような変化の
推移を第7図 に示 した.
横軸は各 メッシュにお
ける昭和42年の非農業
的{地 利用面積率を示
し,縦軸は同49年のそ
れを示 している.全体
としては各hの メッシ
ュで若干の増加率がみ
られるとはいえ,5%
以内の増加率が圧倒的
に多い.5%以 上の増
加率を示す部分はとく
に昭和42年において5
～20%のメッシュの部
分の中で大幅な増加を
示 している例がいくつ
かみられる.それが前
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第8図 昭和42年～昭和49年の非農業的土地利1il面積の増加率
(注)各 メッシュの面積は4k㎡(1967～1974)
述 したように既存の
都市周辺部で宅地造
成のすすんだ地区で
ある.
また第8図 は昭和
42イrカ・ら1司49イ1諸こカ・
けての各 メッシュに
おける非農業的f地
利川面積率の増加率
を示 したものである.
それはまた農地面積
の減少傾向を裏付け
るものである.同図
によれば,100%以
.Lの増加率が示され
るメッシュは盆地北
西部一帯に集中 し,
南部では橿原市の南
部に若干み られるに
すぎない.これ ら北
西部における大幅な
変化はいずれも大規
模な宅地開発による
ものであ り,丘陵部
の開発が多かったた
め高率な増加率 となってあらわれた.それに対 して中南部ではあま り大きな変化がみ られ
ない.既 存の都市の市街地部分の比率の相対的に高いことがその増加率を低 くしているtEr
もあるが,す べて農地転川に依拠 していたため,中 小規模の造成に終始 したこともある.
田畑輪換方式は農地転川にも好都合な条件になったが,そ のため耕地の地価は急上昇 し,
昭和45年における水田の地価は10年間に10イ評似 上の増加となった.
なお,第9図 は昭和49年における非農業的f:地利用面積に占める集合住宅面積の比率を
示したもので,集合住宅の立地動向が知 られる。すなわち,同 図によれぽ,盆 地北西部に
その多 くが集中している.これ らは馬見丘陵や矢田丘陵あるいは竜田川流域での大規模な
宅地造成によるもので,第8図 における非農業的 上地利川の高さを支えたことがわかる.
それはまた通勤条件の良い鉄道沿線を前提 として分布 していることは前述のとお りである.
それに対 して盆地中南部には近鉄沿線に連続的に分布 しなが らも北西部ほどの高率を占め
るところは少ない.いずれも各農家の散在する所有農地の転用によるため,小 規模な宅地
造成が目立 っためでもあるが,既 存の非農業的圭地利用面積の多くは集落面積率が相対的
に高いことによるためでもあるといえる.また集合住宅の建設が皆無であったメッシュも
かな りまとまって分布 してお り,そこにも農家側の対応を含めた住宅地立地の動向とその
特性が うかがわれる.
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第9図 各 メッシュにおける非農業的土地利用面積に占める住合住
宅面積の比率(昭和49年,1974)(注)各メッシiの面積は4k㎡
以上のような住宅地
化の動向を裏付ける
ものに農地の宅地 と
しての地価の上昇の
いちじるしさがある.
第10図と第11図は昭
和47年と同50年につ
いて公表 された地価
の公示価格によって
地価の分布を図化し
たものである.この
時期は列島改造論に
よって大幅に全国の
地価が上昇し,昭和
50年になってようや
く不況下で停滞 した
が,4年 間における
地価の上昇はいち じ
るしく,2～4万 円
台が昭和50年には盆
地のかなりの部分に
拡大 していることが
示され,既 存の都市
周辺では一様 に急上
昇がみ られる.これ
らは宅地需要の空間的な広が りをそのまま示すものであり,その特性を知ることができる.
ただ し,盆地の東南部にあたる桜井市と天理市の中間部分は相対的に低位である.これは
大阪への通勤位置 として盆地内では最も遠いこともあるが,前 述の非農業的土地利用面積
率が最低値を示すいくつかのメッシュの分布 と…致 している点に注 目される.
奈Ilt地の一E.地利川を大きく変化させたもう…つの要素に工場の新規立地にともなう土
地利用の変化があることはすでに述べたが,第12図は昭和49年における非農業的土地利用
lrl積中に工場川地の占める比率を示 したものである.それによると,集合住宅がもっぱ ら
丘陵部に指向したのに対 して,工 場は盆地中央部に分布する傾向が示される.しかも,既
存の織物,製材,製薬,染 色などの工場立地が局地的であったのに対 して昭和30年代後半以
降の新規立地工場は盆地中央部にかなり集中的に分布 し,それが全体における工場分布の
動向を現定 している.それ らの多 くは工場団地の形態で新規に立地 したものであ り,また
団地の形態をとらない新規立地の工場も名阪国道や国道24号線,県 道奈良 ・桜井線沿いに
分布 し,輸送費指向の動向を知ることができる.
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第12図 各メッシュにおける非農業的土地利用面積に
占める工場用地面積率(昭和49年)
(未完)
?
2.
3.
4.
注
昭和45年現在,1戸 当 りの経営面積は0:64haであるが,こ れは農家数の減少によってやや上昇
したものである.昭和29年には0.46hαであった.
農業人口は,昭和35年から10年間に5万人減少し,20%の減少率を示す.ま た専業農家でも3.6
万人の減少,65%の減少率を示 したが,ほ とんど兼業化への移行による.
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Summary
TheobjectofthispapreristoclarifythechangeoflanduseinNaraBasinwhich
isnearOsakametropolitanarea,1955～1975.Inthisperiod,therateofeconomic
growthofJapanhasmaintainedoverlp%,sothechangeoflandusehasoccured
rapidlyinmainmetropolitanregions.
Theinfluenceofurbanization,bythedevelopmentofOsakametropolitanarea,
hasextendedtoNaraBasinafter1960.So,thelanduseinNaraBasin,inwhich
rurallandusepatternwasexcellentbefore1960,hadchangedtourbanlanduse
pattern.Itwascausedbytheextendoftheresidentialandmanufacturingquarters,
whichwerelocatedalongandrailroadsconnectingtoOsaki.
So,107gridscomposedof4k㎡squaresgri(lswereoverlaidtosurveythequantity
ofchangeoflandusefrom1967～1974,inwhichthechangeofruraltourbanland
usehadoccureclrapidlyinNaraBasin.
TheresultofitisshownbyFig.5and6;theshareratioofrurallandusetype
in1967and1974,Fig.8;therateofincreaseofrurallandusetypefrom1967tv
1974,Fig.9;theshareratioofresidentialquartersin1974,andFig.1?;theshare
ratiooflandofmanufacturingin1974.
Inthesechanges,somespatialcharacteristicsareadmitted.Thefactorofthechanging
landuseistobeanalyzedinnextpaper.
